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平成３０年　　月　　日
産業競争力強化に向けた高度専門人材獲得促進事業計画書
一般社団法人　石川県繊維協会
　　　　　会　長　　大　宮　睦　夫　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　
　名　称　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名　　　　　　　　　　　印
　産業競争力強化に向けた高度専門人材獲得促進事業について、事業計画を、関係書類を添付して提出します。
１．事業者の概要
	本社所在地
	〒


	担当者名
	所属・役職
	
	フリガナ
氏名
	

	
	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	

	
	Ｅ－Ｍａｉｌ
	

	会社概要
	設立年月日
	

	
	フリガナ
代表者氏名
	

	
	資本金
	千円
	従業者数
	名

	
	主な事業内容
	

	
	業種
	鉄鋼業
非鉄金属製造業
金属製品製造業
はん用機械器具製造業
生産用機械器具製造業
業務用機械器具製造業
電子部品･デバイス
･電子回路製造業
電気機械器具製造業
輸送用機械器具製造業
プラスチック製品製造業
ゴム製品製造業
窯業・土石製品製造業
木材・木製品製造業(家具を除く)
繊維工業
化学工業
食料品製造業
飲料･たばこ･飼料製造業
情報通信機械器具製造業
情報サービス業
インターネット付随サービス業
映像・音声・文字情報制作業
※該当欄に「○」を記入願います。


２．補助対象者となるための要件確認(該当する場合は□を■にして下さい)
	□　役員等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第
７７号（以下「暴力団対策法」という）第２条第６号に規定する暴力団員（以
下「暴力団員」という。）であると認められる者ではないこと
□　暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
　　又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる者ではないこと
□　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損
害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認めら
れる者ではないこと
□　役員等が暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する
など直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与し
ていると認められる者ではないこと
□　役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者ではないこと
□　雇用保険適用事業所の事業者であること
□　厚生労働省所管の雇用関係助成金について、不正受給処分がなされていない又は不正受給処分がなされてから３年以上経過していること
□　労働保険料を滞納していないこと
□　事業計画を提出する日の前日から過去１年間に労働関係法令の違反を　行っていないこと性風俗関連営業、接待を伴う飲食等営業、又はこれらの営業の一部を受託する営業を行っていないこと
□　県税、消費税又は地方消費税の滞納がないこと
□　審査に必要な書類等を整備保管し、国や県、機構による実地検査の受け入れに協力すること



３．事業計画
	企業の成長に向け、取り組んでいる(又は取り組もうとする)事業内容

	

	上記①のために確保しようとする人材像
（求める技術、知識、ノウハウなど）

	

	③
上記②の人材の確保方法（手段）
	(該当するものを■にし、記入願います。)
□ UIターンサポート石川を利用
□ 人材紹介会社を利用
□ ハローワークを利用
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
※「UIターンサポート石川を利用」にチェックを入れていただいた
場合、本情報をUIターンサポート石川に提供します。

	④
補助事業の対象となる人材の確保予定数（１事業者につき2人まで）
	□１人
□２人

	⑤
補助事業の実施に伴う雇用創出効果（予定）

	・求職者から正規雇用へ　　　　　　　　人
　・非正規雇用から正規雇用へ　　　　　　人
※補助事業の対象となる人材以外で、①の事業に関連して雇用を予定している数（県内求職者含む）について記載してください。


注意１：「求職から正規雇用へ」とは、補助事業の実施に伴い（又は関連して）、新たに正規雇用する求職者数
注意２：「非正規雇用から正規雇用へ」とは、補助事業の実施に伴い（又は関連して）、既存の非正規社員を正規雇用化する人数
1

